
　登別市と中国・広州市は、平成12年の観光プロモー
ションをきっかけに、平成14年に『友好交流促進都市』
となりました。
　その後は、市民ツアーで互いの市を訪問するなど、
友好関係が一層深まりました。
　『友好交流促進都市』となって今年で10年を迎え、
さらなる交流を推進するため、10月に『友好都市』協
定の調印を行うことになりました。
　調印式には、公式訪問団（市関係者と市内団体など
で構成）と市民訪問団を組織し、広州市を訪問します。

　この調印式と懇親会準備などの業務や市民訪問団向
けの現地ツアーの企画・募集にかかる業務の委託業者
を選定するため、公募型プロポーザルにより企画提案
を募集します。参加資格や要綱、仕様書などは、市ホ
ームページに掲載しています。
　なお、市民訪問団は、 8月上旬ころから募集します。

◆外部評価について
市が行う事務事業の必要性や実施手法などを市民の
皆さんの視点で評価します

◆応募資格
①市内居住の18歳以上の方（ 4月 1日現在）
②議会議員（国、道、市）や登別市職員でないこと
③暴力団の構成員やこれに準ずる者でないこと
④政治活動や宗教活動に利用しないこと
⑤事前勉強会と外部評価実施日に出席できること

◆定員　 4人
※定員を超えたときは、選考により決定します。
※ 委員会は、各種団体からの推薦者（ 8人程度）と公
募委員で構成します。

◆内容  市の事務事業などを評価します
◆委員の活動
　勉 強 会… 7月13日㈮、19日㈭
　外部評価… 7月28日㈯
◆謝礼　１日5,500円（交通費は自己負担）
◆応募方法
市役所や各支所、政策推進グループに備え付けの応
募申込書に、必要事項を記入し、政策推進グループ
へ持参、郵送または電子メールで提出してください

※ 応募申込書は、市ホームページからダウンロードす
ることもできます。 

※応募書類は、返却しません。
◆応募期限　 6月15日㈮
※ 郵送の場合は、 6月15日㈮の消印有効（電子メール
の場合は、 6月15日㈮の17時30分まで）。

　 3月 1日から31日までに意見公募したところ、27件の意
見が寄せられました。この意見は、事務事業改善など、今
後の参考にします。
　また、寄せられた意見の概要と市の考え方については、
市ホームページに掲載するほか、市役所市民コーナーや各
支所、市民会館、市立図書館、市民活動センター、政策推
進グループで閲覧できます。

◆事務事業評価の目的
　事務事業評価は、市が行った事務事業の有効性や必要性
を客観的に評価・点検し、事業の適正化・効率化を図るこ
とと、行政運営の透明性を向上させ、市民の皆さんへの説
明責任を果たすことを目的としています。

　この事業は、異文化交流の体験を通じて、生徒の人間性
を豊かにすることと、ファボー・ミッドフュン市とさらな
る交流を深めることを目的として実施します。

　市は、市内の中学生 9人と、引率者（市職員と中学校英
語教諭） 2人を派遣する予定ですが、このほかに市民サポ
ーターとして同行していただける方を募集します。

◆応募資格
①市内居住の20歳以上の方（ 4月１日現在）
②派遣生徒、引率者の関係者でないこと
③事前、事後の研修や市主催の報告会に参加できること
　※ 事前研修 9回、事後研修 3回、市主催の報告会 1回を

予定。
④派遣生徒や外国人と積極的にコミュニケーションを取
れること

◆定　　員　１人
◆役　　割　引率者の補助
◆訪問都市　デンマーク王国ファボー・ミッドフュン市
◆訪問時期　 8月14日㈫～21日㈫
　　　　　（ホテル１泊、ホームステイ 5泊、機内 1泊）
◆参加経費　28万円程度（交通費、宿泊代、施設入場料など）
※パスポート取得経費、海外旅行損害保険料は除く。
◆選考方法　書類審査と面接 
◆応募方法
市役所総合案内と政策推進グループに備え付けの応募申
込書に必要事項を記入し、政策推進グループへ持参また
は郵送してください
※ 応募申込書は、市ホームページから
　ダウンロードすることもできます。 
※応募書類は、返却しません。
◆応募期限　 6月15日㈮
※郵送の場合は、 6月15日㈮の消印有効。

中国・広州市との友好都市協定中国・広州市との友好都市協定
調印締結訪問団の旅程等の公募型調印締結訪問団の旅程等の公募型
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登別市行政評価外部評価委員を
募集します

政策推進グループからのお知らせ 申し込み・問い合わせ
政策推進グループ（☎85１１２２）

平成23年度事務事業評価（平成22年度
実施事業）に対する意見公募の結果を
公表します
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